
 

 

 

令和７年度東大和市教育委員会主要施策 

                                                     令和７年３月策定 

令和７年度の重要施策（次項以降の掲載内容の抜粋） 

・GIGA スクール端末等の更新、次期校務ネットワーク及び GIGA スクールネット  
ワークシステムの構築 

１人１台端末を更新し、学習の見通しや計画を立てたり、他の児童・生徒などと協働しながら  
調べ、考え、自分なりの答えを導き出す学習活動を、ICT を活用してさらに充実させ、児童・生徒
の確かな学力の育成を図ってまいります。また、教職員の校務用端末の更新と併せて、次期校務 
ネットワークシステムを構築し、学校における働き方改革を進めてまいります。 

・外国語教育や体験活動の充実 

中学校の「オンライン英会話学習」や小学校第５学年を対象とした「東京グローバルゲート   
ウェイ グリーンスプリングス」における外国を模した疑似空間での英会話学習を引き続き実施
してまいります。また、新たな取組として、集団活動を通して、互いを思いやり、協力し合うなどの
よりよい人間関係を形成しようとする姿勢の育成に向けて、市内全小学校第５学年を対象に、 
群馬県の赤城において「移動教室」を実施いたします。 

・学校給食費無償化の実施、食育の充実等 

子ども・子育て支援施策の推進のため、令和７年１月から実施しているところではありますが、 
引き続き東京都の補助金などを活用して進めてまいります。また、食育を研究テーマとした  
「教育課題研究指定校」を、新たに小学校１校指定し、この指定校を中心に食育の充実を図る

とともに、PTA など各種団体を対象とする見学試食会や一般市民向け見学試食会を引き続き
実施してまいります。 

・第七小学校・第九小学校統合による新校開設 

第七小学校と第九小学校の統合に向けて、安全・安心で教育環境の変化に対応可能な新しい
時代の学校づくり、また地域コミュニティの核となる魅力ある学校づくりを進めるために、公募型
プロポーザルを確実に実施し、基本設計等、計画的に進めてまいります。 

・小・中学校照明設備改修工事の実施 

蛍光灯の生産・輸出入が令和９年１２月に終了することを見据えて、LED 照明を第七小学校と
第九小学校を除いたすべての小・中学校に整備し、学校施設の脱炭素化と省エネルギー化を

推進してまいります。 
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「 基本目標１ 子どもたちの笑顔があふれるまちづくり」 

 

Ⅰ.子どもたちの健全育成 

 1.健やかな成長と自立を支える環境づくり 

１８歳未満の子どもの健全な育成を図るため、児童館事業の充実に努める。 

 

  (1)児童館の運営・環境整備 

     子どもたちが安全に利用できるよう児童館施設の適切な維持管理に努める。 

    ①市内児童館の安定的な事業運営 

      昨今の子どもをめぐる福祉的な課題への対応や子育て支援に対する児童館の持つ機能
について定める国の「児童館ガイドライン」に基づき、事業の安定性と継続性の確保を図る。 

    ②中高生の受入れ体制の整備等 

      中高生の居場所づくりとして、こども家庭庁が策定した「こどもの居場所づくりに関する指
針」の趣旨を踏まえ、現在、利用の少ない中高生を受け入れる体制整備等に取り組む。 

    ③ランドセル来館事業の向上 

ランドセル来館事業は、学童保育所運営事業を補完し、放課後等の児童の安全・安心な
居場所を提供する機能を有していることから、見守る職員の適切な配置や研修を通して意
識の向上に努める。 

    ④地域子育て支援拠点事業（子育てひろば事業）の環境整備 

      地域子育て支援拠点事業（子育てひろば事業）における設備の更新・充実とともに、職員
の専門性の向上を図り、乳幼児親子が安心して利用できる環境整備に努める。 

 

 （2）学童保育所の効率的な運営と整備 

     子どもの自主性、社会性の向上のため、児童を預かるだけでなく、基本的な生活習慣や異
年齢児童等との交わり等を通じた社会性の習得、発達段階に応じた主体的な遊びや生活
ができる「場」とするため支援を充実する。 

    ①東大和市立学童保育所運営業務委託 

      学童保育所の運営業務を民間事業者に委託し、専門的な知識と経験及び創意工夫によ
り、学習支援や多様な体験活動等を実施する。また、事業者による支援員への社内外の多
様な研修、教育の充実により、保育の質の更なる向上を図る。 

    ②学童保育所施設の維持管理 

      学童保育所施設の適切な維持管理に努め、施設の一層の効率的な運営を図る。また、児
童の知識や情操の豊かな発達のため、書籍や玩具等の充実を図る。 
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 ③保育環境整備の方策に係る検討 

      今後の働き方のさらなる多様化や女性の就業率の上昇等を勘案し、地域ごとの学童保
育ニーズの適切な把握に努めると同時に快適な保育環境整備の方策について、検討を行
う。  

    ④民間学童保育所の運営費補助 

      待機児童対策として、市内の民間学童保育所を運営する法人に対して、その経費の一部を
補助することにより、その運営を円滑にし、児童福祉の増進を図ることを目的とする。 

 

 2.豊かな心を育む環境づくり 

 

 (1)放課後子ども教室の実施 

      地域社会の中で、放課後に子どもたちの安全・安心で健やかな居場所づくりを推進するた
め、学校や地域と連携を図りながら、放課後子ども教室を実施する。また、学童保育と放課後
子ども教室の一体的または連携による実施の拡大に努める。 

 

 (2)青少年対策地区委員会の支援 

      青少年対策地区委員会が実施する青少年育成に関する主催事業、啓発事業、その他諸活
動を対象とした補助金を交付して、青少年の健全な育成を図ることをための事業を行う東大
和市青少年対策地区委員会を支援する。 

 

Ⅱ.学校教育 

 1.生きる力を育む教育の推進 

確かな学力の定着と主体的に学び続ける力の育成 、豊かな人間性の育成、健康に関する意
識や体力の向上を図るための取組を推進し、一人ひとりの生きる力を育みます。 

 

 (1)確かな学力の定着 

      各学校が、学力調査の結果等を活用し、児童・生徒の実態に応じた学力向上に向けた取
組を具体的に立案し、実践できるように支援する。 

    ①個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実 

      ・ICT の効果的な活用 

       １人１台端末を更新し、「東大和市ＧＩＧＡスクール構想」に基づき、ＩＣＴの効果的な活用に
よる個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を図り、主体的・対話的で深い学び
につながる授業改善を推進する。 

      ・AI 型教材の全校導入 

        一部の学校で試行していた AI 型教材を全校に導入し、児童・生徒一人一人に合わせ
た問題を出題したり、取組時間や習熟度などの学習状況を可視化した機能を活用して、
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指導の個別化による個に応じた指導の充実を図る。 

    ②総合的な学習の時間（探究的な学び）の充実 

       総合的な学習の時間における探究的な学びを通して、児童・生徒が、よりよく課題を解決
し、自己の生き方を考えていくための資質・能力の育成を図る。 

    ③外国語教育の充実 

       中学校において１人１台端末を活用したオンライン英会話学習、小学校第５学年において 
ＴＧＧ（体験型英語学習施設）での英語体験学習を実施し、外国語教育の充実を図る。 

    ④個に応じた指導の推進 

       加配教員や外部指導者を活用した習熟の程度に応じた少人数指導を推進するとともに、 
協力指導員（ティーム・ティーチャー）を活用した学力向上に関する取組を推進する。 

    ⑤放課後等を活用した学習支援の充実 

       放課後、休業日（長期休業中も含む）の補習学習をさらに推進するとともに、学習支援員
や地域の人材等を活用し、児童・生徒の学習意欲を高め、基礎学力の定着を図る。 

    ⑥小中一貫教育共通プログラムの活用 

       小中一貫教育共通プログラム「一単位時間の授業の展開例」の活用を通して、特に「ね
らいをつかむ」「学び合う」「振り返る」を大切にした授業を推進する。 

    ⑦理科教育の充実 

       「東大和市小学生科学展」を開催し、児童が自ら決めたテーマについて深く研究した  
成果を展示することを通して、理数教育の充実を図る。 

    ⑧組織的・計画的な授業改善の推進 

       国の学力調査等の実施及び結果の分析を踏まえた「授業改善推進プラン」を作成するこ
とを通して、各学校における組織的・計画的な授業改善を推進する。 

    ➈教員の学ぶ機会の充実 

       研究主任会において、校内研究の内容や方法等の進め方、研究主任の役割に関する研
修や各校との情報交換等を充実させ、東大和市教員の授業力向上を図る。 

 

  (2)豊かな人間性の育成 

       各教科の学習や学校行事などの様々な教育活動における、人権教育と道徳教育等に関
する取組を通して、児童・生徒の豊かな情操や道徳心を培い、豊かな心の育成を図る。 

    ①道徳教育の充実 

       道徳教育の目標の実現に向けて、答えが一つではない道徳的な課題を一人一人の子供
が自分自身の問題としてとらえ向き合う、「考え、議論する道徳」への質的な転換を図り、児
童・生徒の実態に応じて、多様な創意工夫を生かした授業づくりの取組を推進する。 

    ②人権教育の推進 

       「東京都人権施策推進指針」等に示された様々な人権課題などに関わる偏見や差別意
識の解消を図るため、学校教育や社会教育等を通して、人権教育を効果的に進める。  
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また、豊かな人間性の育成に向け、自分も相手も大切にする心を育てるなど、児童・生徒
一人 一人の自己肯定感の醸成等を一層推進する。さらに、令和５年度から推進している

人権教育（ダイバーシティ教育を含む）の考え方を踏まえ、人権、性別、文化、国籍、宗教
などの違い（子どもの多様性）を受け入れ、お互いに認め合うための配慮や考え方、行動
を促す教育を推進する。 

    ③いじめ防止への対応 

       東大和市いじめ防止対策推進条例に基づき、東大和市いじめ防止対策推進基本方針を
踏まえて、学校、家庭及び地域が連携したいじめ防止等の対策を総合的かつ効果的に推
進する。 

        ・学校、民生・児童委員、保護司、青少年問題協議会委員、警察等の関係機関と連携し、
毅然とした態度で万全の対応を期す。 

        ・学校におけるいじめの未然防止、早期発見のために、定期的にアンケート調査を実施

し、組織的な対応を推進するとともに、学校いじめ防止基本方針に基づいた取組を支援
する。 

        ・各学校の学校いじめ対策委員会を中心に、関係機関との連携を図り、いじめをはじめ

とする 問題行動の未然防止、早期解決を図れるように支援する。 

        ・「連合生徒会」において各校のいじめ防止の取組について情報共有するとともにし、市
民・保護者に対しては、各学校におけるいじめ防止の取組を共有し、いじめ防止等に向
けて学校・家庭・地域での行動連携した取組を推進する。 

        ・東大和市いじめ問題対策連絡協議会を開催し、市や学校におけるいじめ防止等のた
めの対策の推進や、いじめ防止等に関連する機関及び団体の連携に関して協議を行
う。 

        ・東大和市教育委員会いじめ問題対策委員会を開催し、いじめ防止等のための対策の

推進についての調査審議や、重大事態発生時には事実関係を明確にするための調査を
行う。 

    ④体験活動の充実 

       社会体験や自然体験などの学習の機会を充実し、権利と義務、自由と責任についての認
識を深めさせ、規範意識・公共心に富む、社会に貢献できる自立した個人を育てる教育を
推進する。 

      ・自然体験、文化活動の推進 

        あいさつ運動、ボランティア活動、親子のふれあい体験等、様々な自然体験、文化活動に
ついて、学校・家庭・地域の関連機関や団体等との連携した取組を推進する。 

      ・児童・生徒の規範意識や自立心の育成 

        セーフティ教室やインターネット・携帯電話等の使用に関わる情報モラル教育等、非行防
止や犯罪から身を守る教育を通して、児童・生徒の規範意識や自立心を育成する。 

      ・小学校第五学年での取組 

        TOKYO GLOBAL GATEWAY GREEN SPRINGS（体験型英語学習施設）での体
験活動や、市立小学校全校の第五学年における移動教室を実施し、児童の体験活動の
充実を図る。 
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    ⑤読書活動の充実 

       児童・生徒が進んで読書を行う態度を育むため、市立図書館と連携し、「第四次東京都
子供読書活動推進計画」及び「第三次東大和市子ども読書活動推進計画」に基づいた読
書教育を推進するとともに、環境整備に努める。 

      ・情報活用能力の育成 

        「文字・活字文化振興法」の趣旨を踏まえ、生涯にわたり、読み、書きなど 文字・活字文
化に関わる環境整備を行い、情報活用能力の向上を図る。 

      ・学校における読書活動の推進 

        学校においては、司書教諭を中心に学校図書館指導員と連携して図書室の環境を整え
るとともに、朝読書や読み聞かせ、書評合戦等の取組を通して、児童･生徒の本に親しむ
態度の育成を図る。また、読書旬間を推進し、各学年の「お勧めの本」を紹介する展示を
行うなど、読 書に親しむ機会を増やし、未読率の減少を図る。 

  

 (３)健康・体力の向上 

学校と家庭・地域の連携のもとに、子どもたちの心と体の健康づくりを推進するため、体力
向上及び食に関する教育の充実を図る。 

    ①基本的な生活習慣の確立 

      児童・生徒の朝食の摂取率の向上を目指すなど、基本的な生活習慣の確立を図る。 

    ②学校歯科医との連携 

      「歯と口の健康週間」等を活用し、学校歯科医と連携して、むし歯の罹患率の減少と処置
率の向上が図れるよう家庭に働きかける。 

    ③子どもの生活習慣の改善を図る取組の推進 

      学校と家庭・地域が協力して、子どもの生活習慣の改善を図る取組を推進する。 

    ④食育等の推進 

      学校給食センターを活用した社会科見学や職場体験、学校給食センター栄養士が作成す
る食育動画などを活用して食育等を推進し、食の大切さなどの理解をさらに深める。 また、
保護者等を対象とした学校給食センターの施設見学会及び給食の試食会を実施し、家庭
や地域と連携した食育を推進する。 

    ⑤体力の向上 

      児童・生徒の体力の向上を図るとともに、運動が好きな児童・生徒を増やす。 

        ・各小・中学校において運動に親しむ取組を推進する。 

        ・学校において外部人材の活用や関係機関等との連携を踏まえた取組を実施する。 

        ・体力調査を実施するとともに、結果を分析し、各小・中学校の課題に応じた取組を推進
する。 

    ⑥運動習慣の定着 

      児童・生徒が生涯にわたって運動・スポーツに親しむことができるよう、外部人材の活用や
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関係機関等との連携を踏まえた取組を実施し、運動習慣の定着を図る。 

  

 （４）学校間の連携を重視した教育の推進 

児童・生徒に対する一貫性のある指導を行うため、幼稚園、保育園、認定こども園、小学校、
中学校、高等学校、大学等の異校種間のつながりや学校間の連携を重視した教育を推進す
る。 

    ①幼稚園、保育園、認定こども園と小学校の円滑な接続 

      幼稚園、保育園、認定こども園と小学校が交流することにより、円滑な接続を図る。 

    ②小学校第１学年入学時の不安等の軽減 

      スタートカリキュラムを活用し、小学校第１学年に入学した児童の戸惑いを軽減し、安心し
て学校生活が送れるようにする。 

    ③市内都立高等学校や近隣大学との連携 

      市内にある都立高等学校や近隣大学と連携した活動を通して、児童・生徒が自ら学び自ら
活動する意欲を向上させ、主体的に自己実現を図る力を育む。 

  

 （５）研究奨励 

市内小・中学校の研究を奨励するため、研究内容等への指導・助言や、予算の範囲内に
おける補助金の交付等を行う。 

    ①「教育課題研究指定校」、「学力向上校内研究奨励校」への支援 

      市内の各小・中学校における教育課題について校内研究を推進する学校を「教育課題研
究指定校」、「学力向上校内研究奨励校」に指定し、補助金を交付し、教育課題及び学力
向上に関する課題に向けた研究を支援するとともに、研究内容等について指導・助言を行
う。また、「教育課題研究指定校」における研究成果の発表に向けた支援を行う。教育課題
研究指定校においては、「食育の充実」、「総合的な学習の時間における探究的な学びの充
実」、「個別最適な学びの充実（「デジタルを活用したこれからの学び」の実現に向けて）」
について研究を行う。 

    ②東大和市公立学校研究会に対する支援 

      東大和市公立学校研究会に対して補助金を交付するとともに、研究活動に対して支援を
行う。 

    

（6）健全育成 

      一人一人の児童・生徒の人格を尊重し、個性の伸長を図りながら、社会的資質や行動力を
高めるための教育活動を推進する。 

       ・校則や生活のきまり等について、児童・生徒が自分事として校則や生活のきまりの意味
を理解し、学校生活をよりよくするために、見直し等、自主的に守るような指導を行う。 

       ・教職員による肯定的な評価に基づく指導を推進し、児童・生徒の自尊感情や自己肯定
感の向上を図る。 
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       ・青少年の健全育成を図るため、学校と東大和警察署との連絡会や青少年問題協議会、
青少年対策地区委員会、保護者連絡会等、民生委員・児童委員、主任児童委員などの

関係機関等との連携に努める。 

       ・学校での生活指導上の課題に対応するため、児童・生徒が置かれた様々な環境に働き
かけたり、関係機関とのネットワークを活用するなど、問題を抱える児童・生徒の支援を
早期に行う体制の整備に努める。 

 

  （7）キャリア教育の充実 

将来に希望を抱き、望ましい勤労観・職業観を児童・生徒の発達段階に応じて育むととも
に、市商工会と連携を図り、中学校における職場体験学習を実施する。 

 

 2.グローバル社会を見据えた人材の育成 

これからの国際社会の中で活躍できる資質・能力を身に付けることができるよう、国際理解
教育や国際交流学習に積極的に取り組み、持続可能な社会の創り手として、SDGｓの実現に貢
献する教育を推進します。 

 

  (1)外国語教育の充実 

      中学校において１人１台端末を活用したオンライン英会話学習、小学校第５学年においてＴ
ＧＧ（体験型英語学習施設）での英語体験学習を実施し、外国語教育の充実を図る。 

 

  (２)個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実 

      ＩＣＴの効果的な活用 

      １人１台端末を更新し、「東大和市ＧＩＧＡスクール構想」に基づき、ＩＣＴの効果的な活用に
よる個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を図り、主体的・対話的で深い学びに
つながる授業改善を推進する。 

 

  （3）ＳＤＧｓの視点を取り入れた教育活動の充実 

      ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals＝持続可能な開発目標）の視点を取り入れ
た教育活動の充実を図る。 

   

（４）環境教育の推進 

      各教科、道徳、特別活動及び総合的な学習の時間等において、環境に関わる学習の機会
や場を計画的に設け、環境や環境問題に対する興味・関心をもち、必要な知識・技能・態度を

身に付ける環境教育を推進する。 

 

  



8 

 

3.快適で充実した学校生活を支える教育環境づくり 

ハード・ソフトの両面から、より安全・安心で快適な環境で学び、充実した学校生活を送ること
ができるよう、時代に即し新しい学びに対応した教育環境の整備を推進します。 

 

  (1)学校改善 

    ①学校の組織的運営の確立 

      学校長がリーダーシップを発揮し、職層に応じた責任の明確化を進め、組織目標が達成さ
れるよう支援する。 

        ・校長は、教育目標の具現化に向け、学校経営方針を職員と共有し、学校の組織力を高
め、学校教育の活性化を図る。 

        ・校長、副校長、主幹教諭をはじめ事務主事等による経営支援部を校務分掌に位置付

けるなど、学校経営の工夫改善を図る。 

        ・学校が学校経営方針や日常の教育活動・学校評価などから明らかになった成果と課
題を積極的に公開し、保護者・地域の理解と協力を得るように支援する。 

 

  (2)特色ある教育活動の拡充 

小中一貫教育の推進や小・中学校の特色化を進めるため、児童・生徒の多様な個性や
能力・適性に対応して、自然環境等を生かした創造的で弾力的な教育課程を編成すると
ともに、郷土博物館の活用等、社会教育機関等と連携を図る。また、一斉朝読書、あいさつ
運動に中学校グループで取り組むなど、特色ある教育活動の一層の拡充を図る。 

 

  （３）小中一貫教育の推進 

    ①「東大和市小中一貫教育共通プログラム」の活用による共通した指導の徹底  

      小学校第５学年から中学校第１学年の「学力向上」「体力向上」「健全育成」について、指
導する項目を示した「東大和市小中一貫教育共通プログラム」を活用し、市内小・中学校で
共通した指導の徹底を図る。 

     

②「小中一貫教育全体計画」を活用した児童・生徒の学力向上、体力向上、健
全育成 

      各中学校グループにおいて「小中一貫教育全体計画」を作成・活用し、小中一貫教育の基

本方針及び９年間で目指す子どもの姿の共有、系統的・継続的な取組の実践を通して、児
童・生徒の学力向上、体力向上、健全育成を図る。 

 

  （４）学校における働き方改革 

教職員一人一人の心身の健康を保持し、児童・生徒の学びを支えられるよう、教職員の
長時間労働等の改善に取り組み、月当たりの時間外勤務が 45 時間を超える教員をゼロ
にする。 
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    ①「東大和市立学校における教員の働き方改善計画」に基づいた取組 

      「東大和市立学校における教員の働き方改善計画」に基づいた取組（学校閉庁日の設
定、勤務時間外電話応答メッセージの設定、スクール・サポート・スタッフ等の配置、統合型校
務支援ソフトの活用等）を実施する。 

    ②教職員の意識改革と保護者・地域等への理解促進 

      「小中一貫教育全体計画」に各中学校グループにおける働き方改革案を位置付け、教職
員の意識改革と保護者・地域等への理解促進を図る。 

 

  (５)人材育成 

    ①教員研修の充実 

      教職員の授業力向上を図る研修や、いじめ、不登校、体罰防止に係る指導力向上を図る

研修、職層に応じて必要となる研修等、より実践的な研修を計画的に実施する。 

        ・主任教諭等を対象とした「学校マネジメント講座」をはじめ、学校運営の中核となるリー
ダー層の育成研修の充実を図る。 

        ・主任教諭任用時研修を実施し、主幹教諭の補佐、各分掌間での業務の調整など、学
校運営上の重要な役割を担う能力を育成する。 

        ・主幹教諭任用時研修を実施し、管理職の補佐、教員の育成など、学校運営組織におけ
る中心的な役割を担う能力を育成する。 

        ・学校においては校内研修やＯＪＴを活用し、組織的・計画的な人材育成に取り組む。 

        ・教員の視野を広げ、より実践的な研修となるよう、他地区や大学・企業等との連携を推
進する。 

        ・主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善を推進するために、学習指導方
法に関する研修を実施する。 

        ・１人１台端末等、ＩＣＴの効果的な活用に関する研修を推進する。 

 

  （６）体罰の根絶 

体罰による人権侵害を決して許さず、だれもがもつよりよく生きたいという意欲や願いを
教師が受け止め、児童・生徒の可能性を引き出す指導を充実させる。その際、各学校が作
成した「体罰防止プラン」等を活用し、信頼関係に基づいた指導を推進する。 

    ①体罰防止研修会の実施 

      体罰防止研修会を実施し、体罰の根絶を目指す。 

    ②体罰を決して許さない学校体制の構築 

      東京都教育委員会が実施する体罰調査を活用し、組織として体罰を決して許さない学校
体制を構築する。 
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  （７）環境整備 

    ①学校施設の効率的な運営 

      学校をはじめとする教育施設は市民の共有財産であるとの観点から適切な維持管理に努
め、教育施設の開放や施設の一層の効率的な運営を図る。 

      第二小学校、第三小学校及び第四小学校内に設置した学童保育所の運営状況を把握す
るとともに、今後の学童保育所の学校内設置に向けて検討する。 

    ②教育環境の整備 

      児童・生徒１人１台端末及び高速通信ネットワークを整備し、活用を促進する。国が推進す
る GIGA スクール構想の考え方に基づき、児童・生徒の一人１台端末と教職員の校務端末
の更新を教育の必須ツールとして更新を進める。 

    ③学校施設等の整備 

      安全で安心な教育環境の確保を図り、また、最新の状況にも注視しながら、学校施設及び
ソフト・ハードの両面において計画的な整備、対策の検討を進める。 

        ・蛍光灯の生産・輸出入が令和９年１２月に終了することを見据えて、高効率・長寿命化

のＬＥＤ照明を市内小・中学校 13 校に整備し、学校施設の脱炭素化と省エネルギー化
を推進する。 

        ・老朽化した学校プール施設の対策として、民間施設を借上げた水泳授業を実施する。
（第五小学校、第二中学校） 

        ・現在策定中の公共施設再配置計画に基づき、小・中学校に係る関連整備計画や配置
方針を見直し、具体的な建築・改修等のコストやスケジュールについて検討を進める。 

        ・第七小学校及び第九小学校の統合に向けて、設計・施工一括発注公募型プロポーザ

ルを確実に実施し、基本設計等に着手するとともに、校名や校章、通学路等の検討を進
める。 

        ・児童・生徒の情報モラルを含めた情報活用能力を育成するため、ＩＣＴ環境の整備の充
実を図る。 

    ④学校給食センターの運営と学校給食の充実 

        ・学校給食センターの調理・配膳業務等を円滑に行い、安全・安心な学校給食の提供、
食育の推進等、学校給食の基本理念の実現に努める。 

        ・新献立の提供、一般市民団体向け見学会及び試食会の開催など、更なる学校給食セ
ンターの利用を推進する。 

        ・保護者などを対象とした学校給食センターの施設見学会及び給食の試食会を実施し、

家庭や地域と連携した食育の推進を図る。 

        ・学校給食における地場農産物の活用を促進する。 

        ・学校給食における残菜率を抑制に努める。 

    ⑤学校給食費の無償化 

      子ども・子育て支援施策の推進のため、学校給食費の無償化を継続して実施する。 
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  （８）安全対策の推進 

児童・生徒を犯罪被害から守り、誰もが被害者・加害者にならないために、保護者及び
保護者連絡会等、ボランティア、関係機関等と連携し、安全対策を実施する。 

    ①セーフティ教室や地域安全マップづくりの充実 

      児童・生徒が非行・犯罪被害に巻き込まれない力を身に付けられるよう、各学校でのセー
フティ教室や地域安全マップづくりの一層の充実を図る。 

    ②防犯カメラの適切な運用 

      児童の登下校時における見守りや、防犯体制の充実を図るため、小学校通学路及び小・
中学校の校門等に設置した防犯カメラについて、適切に運用する。 

    ③通学路等の安全の確保 

      スクールガード・リーダーによる学校への巡回指導、スクールガード等による登下校時の見

守り活動、通学路合同点検等を実施することにより、通学路等の安全を図る。 

    ④自転車運転免許講習の実施 

      児童を交通事故から守るため、交通ルールや自転車の乗り方を習得できるよう自転車運
転免許制度を関係機関の協力を得て実施する。 

    ⑤救急救命研修の実施 

      学校においては、児童・生徒の命を守る体制を強化するため、水泳指導前など適切な時期
を捉えて、救急救命研修を実施する。 

 

  （９）アレルギー疾患への対応 

アレルギー疾患に対応するため、「東大和市立小・中学校アレルギー疾患への対応マニ
ュアル」に基づき教員の共通理解を図り、定期的な校内研修や訓練を実施する。また、学校
給食等の提供により発生するアナフィラキシーショック等、緊急時の対応として、公立昭和病
院及び災害医療センターとのホットラインを活用する。 

    ①アレルギー疾患に対する校内体制の整備 

      「学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）」を活用して、平常時の事故防止を徹底する
とともに、緊急時の役割分担を明確にした訓練を実施するなど、校内体制の整備を図る。 

    ②アレルギー疾患に対応する教員への支援 

      エピペンⓇの実技講習会を開催するとともに、学校給食での事故防止策の徹底を図るな
ど、教員への支援に努める。 

    ③アレルギー除去食・代替食の確実な実行 

      安全・安心な学校給食を提供するため、学校給食センターにおいて、アレルギー詳細献立
表を作成するとともに、家庭・学校・調理配膳業務委託事業者、配送業務委託事業者との連

携及びチェック体制の強化等によりアレルギー除去食・代替食の確実な実行に努める。 
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  （１０）危機管理体制の充実 

災害や犯罪等の緊急時における児童・生徒の安全確保を徹底するため、校内の組織や
対応のあり方等の改善及び充実を図るとともに、家庭や地域と連携し、学校の危機管理体
制等の充実を図る。さらに、大地震などの災害時に対応するための防災教育の充実を図
る。 

 

 4.地域、家庭、学校の連携による学びの充実 

地域、家庭、学校が 連携 ・協働し 、 地域の人的・物的資源を活用し て 学習に取り組むこ
とができる環境づくりを推進します。 

 

  （1）地域に開かれた学校運営の推進 

      コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）を推進するとともに、学校運営協議会をさら
に活性化させ、保護者や地域住民、学識経験者等の参画を求め、学校経営計画に基づく学
校関係者評価の充実等、開かれた学校運営を一層推進する。 

    ①学校経営方針等の共有 

      学校が学校経営方針や日常の教育活動・学校評価などから明らかになった成果と課題を
積極的に公開し、保護者・地域の理解と協力を得るように支援する。 

    ②「社会に開かれた教育課程」の実現 

      各学校において、これからの時代に必要な学習内容をどのように学び、どのような資質・能
力を身に付けられるようにするのかを教育課程において明確にしながら、社会との連携及び
協働によりその実現を図っていく「社会に開かれた教育課程」の実現を目指すために、学校

経営方針を策定及び公表するとともに、学校公開を実施する。 

  ③学校運営協議会の活用 

      学校における働き方改革や子ども、地域の課題等について学校ごとに現状を捉え、学校運
営協議会により地域全体で解決に向けて取り組む。 

    ④コミュニティ・スクールの理解促進 

      コミュニティ・スクールの理解促進のためのリーフレットの活用や、学校運営協議会連絡会
などを通して、コミュニティ・スクールの良さを活かし、教職員、保護者、地域住民等が力を合
わせて取り組む学校運営を推進する。 

 

  （2）「教育の日東やまと」の開催 

      保護者・市民の小・中学校の教育活動に対する理解と関心を高めるとともに、学校と保護
者・地域が共にこれからの教育の在り方について考える「教育の日東やまと」を開催する。 

   

（３）教育ボランティアの活用 

      教育ボランティア等の学校外の人材を積極的に活用するなど、市民の教育参加の機会を
拡充する。 
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  （４）部活動の地域移行 

      中学校の部活動について、休日から段階的に地域移行していくこととした国の方針を踏
まえ、特定非営利活動法人東大和市スポーツ協会、東大和市文化協会、地域スポーツクラ
ブその他関係団体と連携を図る。 

   

（５）郷土や伝統文化に関する教育の充実 

      郷土に対する愛着や誇りを育むため、地域の人的・物的資源を積極的に活用できるよう
に、学校や地域に働きかける。また、小学校社会科副読本「わたしたちの東大和市」及び指導
資料「活用の手引き」を必要に応じて改訂する。 

      また、日本の伝統文化や世界の多様な文化に対する理解を深め、自国や他国の文化を尊
重する態度を育成し、国際社会で信頼される日本人を育てる教育を推進する。 

 

 5.誰一人取り残さない全ての子どもの可能性を引き出す学びの保障 

      子どもが抱える課題が多様化・複雑化する中で、個別最適な学びなど、支援を必要とする

子どもの良い所や得意な事に着目し、全ての子どもの可能性を引き出す教育を推進します。 

 

  (1) 教育相談体制等の充実 

      子どもの社会的自立への支援を図るため、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワー
カーの配置、さわやか教育相談室及びサポートルーム（適応指導教室）の活用、学校への訪
問指導・巡回相談等により、教育相談体制等の充実を図る。 

    ①校内体制の充実 

      SOS をキャッチした後に、教師やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、養護
教諭等で連携し、最適な支援につなげることができるよう、校内支援委員会やケース会議な

どの体制の充実を図る。 

    ②スクールカウンセラーを活用した早期対応 

      スクールカウンセラーに相談しやすい環境を整え、問題行動の未然防止及び早期対応に
努める。 

 ③スクールカウンセラーによる面接の実施 

      スクールカウンセラーによる小学校第５学年・中学校第１学年の児童・生徒に対する全員
面接を実施する。 

  

 (２)不登校対策の推進 

      子どもの社会的自立への支援を図るため、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワー

カーの配置、さわやか教育相談室及びサポートルーム（適応指導教室）の活用、学校への訪
問指導・巡回相談等により、教育相談体制等の充実を図る。 
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  ①不登校への早期対応等 

      不登校への早期対応及び不登校が長期化している児童・生徒への支援を推進するため
に、「欠席時受付対応の徹底」「長期欠席児童・生徒に関する個票の作成」「オンラインによ
る学習支援・相談支援」に取り組む。子どもたちの心身の状態の変化への気づきのきっかけ
となるよう、長期欠席等児童・生徒に関する情報の活用を推進する。 

    ②不登校児童･生徒とその家庭への支援の充実 

      全ての不登校児童・生徒に対して、学校やサポートルームと情報共有するとともに、スクー
ルソーシャルワーカーを活用して関係機関との連携を図り、児童･生徒とその家庭への支援の
ための取組を継続・充実させる。 

    ③校内サポートルーム設置校の拡大 

      校内サポートルーム設置校を拡大し、児童・生徒の状況に応じた学びの場による個別最適
な学びを推進することで登校支援につなげる。自分のクラスに入りづらい児童・生徒が落ち

着いた空間の中で自分に合ったペースで学習・生活できる環境を作るため、指導員を配置し
て校内サポートルームを設置して充実を図る。 

 

  (３) 特別支援教育の推進 

「第三次東大和市特別支援教育推進計画（令和４年度～令和８年度）」に基づき、特別
な教育的支援を必要とする児童・生徒に対し、多様な教育展開をするために、関係機関と
連携し、校内支援・指導・相談体制の充実に努める。 

    ①各学校内での特別支援教育の推進 

      各学校では、校内委員会を中心に、支援の必要な児童・生徒の共通理解、支援策や指導
方法の検討を行い、特別支援教育を推進する。 

    ②巡回指導・相談等の体制の充実 

      巡回指導・相談等の体制を整え、各学校の校内委員会や特別支援教育コーディネーター
をはじめ、学級担任や保護者等への支援の充実を図る。 

    ③保健・医療、福祉等他分野との連携の推進 

      支援が必要な児童・生徒の乳幼児期から学校卒業後までの円滑な移行を図るため、「学
校生活支援シート」を活用するとともに、保健・医療、福祉等他分野との連携を推進する。 

    ④幼稚園、保育園、認定こども園との連携の推進 

      幼稚園、保育園、認定こども園からの円滑な就学を支援するため、「就学支援シート」を活
用するなど、幼稚園、保育園、認定こども園との連携を推進する。 

  ⑤都立特別支援学校等との連携の推進 

      特別支援教室及び特別支援学級の指導の充実を図るため、都立特別支援学校等と連携
を進める。 

    ⑥特別支援教育に関する研修の充実 

      教員が特別支援教育に関する理解を深め、授業及び学校生活における実践力や総合的
な指導力を身に付けられるよう、研修の充実を図る。 
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「 基本目標２ 心豊かに暮らせるまちづくり 」 

 

Ⅰ.生涯学習 

 1.多様なニーズに応じた学習機会と学習情報の提供 

平成 29 年度から令和 8 年度までの 10 年間を計画期間とした、「東大和市生涯学習・生
涯スポーツ推進計画」に基づき、生涯学習の諸事業を推進することで、市民の生涯学習の振
興を図る。 

 

  (1)生涯学習の充実 

    ①社会教育委員会議の開催 

      社会教育法第 15 条の規定に基づき設置し、社会教育全般にわたる調査・研究・計画の
立案を始め、教育委員会からの諮問に答えるため、会議を開催する。 

    ②公民館におけるインターネット環境の活用 

      市内全公民館に整備した Wi-Fi 環境を活用して、市民の多様な学習を支援する。 

    ③各公民館講座の開催 

      学校、地域団体、企業及び公民館利用者などと連携して、生涯学習の振興に努める。 

    ④障がい者青年教室「青年ビートクラブ」の実施 

      知的障がいのある若者と健常の若者が音楽やゲームなどの活動をとおして交流し、ともに
学び合う場の提供に努める。 

    ⑤図書館の蔵書の充実 

      図書館では、高度化し、多様化する市民要望に応えるため、効率的な資料の収集・蔵書の
充実に努める。 

    ⑥「東大和市図書館を使った調べる学習コンクール」の実施 

      東大和市図書館を使った調べる学習コンクールを実施する。 

    ⑦「ビブリオバトル」の実施 

      書評合戦ビブリオバトルを実施する。 

    ⑧東大和市民会館の適正な管理運営 

      東大和市における文化芸術活動の拠点である市民会館の適正な管理運営に努める。 

 

  (2)生涯学習の支援 

自主的な活動を進めている社会教育関係団体などの関係機関と連携・協力を図るととも
に、学びあいガイドや出前講座、人材バンク制度に関する情報発信等を行うことにより、市民
の生涯学習を総合的に支援する。 
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    ①東大和市生涯学習人材バンクの紹介 

      知識や技能を有する方々に東大和市生涯学習人材バンクに事前登録をしてもらい、指導
者や講師を探している市内サークル・団体等の求めに応じて紹介する。 

    ②ひがしやまと出前講座（多摩湖塾）の実施 

      ひがしやまと出前講座（多摩湖塾）として、市民団体等が自主的に行う学習会に市職員を
講師として派遣する。 

 

 2.多様な学習活動を支える基盤の整備 

  （1）すべての人が利用しやすい社会教育施設の環境整備 

    ①公民館における保育付講座等の実施 

      子育て世代の市民が公民館を利用できるよう、保育付講座を実施する。また、子ども対象
事業及び親子対象事業を充実する。 

    ②施設の老朽化対策 

      上仲原公園高圧受電用区分開閉器等取替工事を実施する。 

      中央図書館空調設備更新及び照明ＬＥＤ化工事を実施する。 

      老朽化が進む社会教育施設について、適切な維持管理に努める。 

 

 3.市民主体の文化芸術活動の推進 

  (1)市民文化の振興 

    ①市民文化祭の実施 

      市民主体の文化芸術活動を推進するため、市民による文化芸術活動や作品を発表する機
会の確保に努める。 

    ②各公民館における展示・発表会の実施 

      自主グループ等の活動及び活動成果の発表の場を提供する。 

    ③「オータムフェスティバル」の実施 

      市内で活動する音楽グループ等の活動発表の場を提供する。 

    ④「人形村のなかまたち」の実施 

      市内で活動する人形劇を行う自主グループ等の活動発表の場を提供する。 

 

 4.体験学習機会の充実 

  （1）市民の体験学習の機会を提供する 

    ①「夏休み☆みんなでつくる遊空間」の実施 

      市内の青少年を対象とした、学習活動及び体験学習や交流の場として「夏休み☆みんな
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でつくる遊空間」を開催する。 

    ②学校教育との連携 

      学校の依頼に応じて、郷土博物館職員が出張授業等を実施する。 

 

Ⅱ. 平和、歴史文化 

 1.市民の平和意識の高揚 

戦争と核兵器のない世界の建設に向けて努力することを誓い、平成２年に行った「東大和市
平和都市宣言」に沿った平和事業を実施する。毎年 8 月を「平和月間」と位置づけ、戦争の
悲惨さを広く市民に訴えるとともに、平和の大切さについて考える機会を提供する。 

  (１) 旧日立航空機株式会社変電所の公開 

    旧日立航空機株式会社変電所を維持管理し、一般公開及び特別公開を行います。 

 

 ２.地域の文化財の保存と活用の推進 

 (1)文化財の保存・継承と文化施設の整備 

文化財の保存・継承と文化施設の整備を一層進める。 

    ①文化遺産や伝統芸能を保存・継承 

      郷土の貴重な文化遺産や伝統芸能を保存・継承するとともに、古文書、史跡等の保存・整
備に努める。また、地域の自然・歴史・民俗について紹介し、郷土に対する愛着や理解を深め
る。 

    ②郷土の誇る芸術家の作品収集及び保存 

      郷土の誇る芸術家の作品収集と保存を行うとともに、旧吉岡家住宅兼アトリエ等の整備と
公開の充実に努める。 

    ③旧日立航空機株式会社変電所の積極的な活用 

      旧日立航空機株式会社変電所について、展示・解説業務を通じて、より積極的な活用を図
り、一般公開の充実に努める。 

 

 ３.地域の自然等への関心を高める取組の推進 

  (1)自然関係の講座の実施 

    ①自然観察会等の開催 

      身近な自然に親しみ、理解し、自然と人間との関わりについて考えることを目的に、自然観
察会等を実施する。 

    ②天文関係の講座の実施 

      星空に親しみ、星が見える環境の大切さを考える機会となるよう、天体望遠鏡を使った観
察会等を実施する。 


